　　　　　　障害者自立支援法にかんする自治体アンケート
　　自治体名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記入日　　　　　担当部局　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先　　　　　　　　　　　　　
　
1、 国は、「09年に障害者自立支援法の見直しをおこなう」としています。貴自治体として、「見直し」にむけてどのような課題があるとお考えですか（該当する項目に○を。複数回答可）
　　　・福祉サービスの利用者負担軽減　　　　　　
　　　・自立支援医療の利用者負担軽減　　　　　
　　　・事業者にたいする報酬のあり方　　　　　　　　
　　　・「障害程度区分」認定のあり方　　　　　　　
　　　・新施設体系のあり方　　　　　　　　　　　
　　　・障害乳幼児の療育のあり方　　　　　　　　
　　　・地域生活支援事業にたいする国の財政支援のあり方　
　　　・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　
2、 障害者自立支援法施行後、自治体として利用者負担軽減策など独自措置を講じましたか。
（１）独自措置を　（１、講じた　　２、講じなかった　）

　（２）独自措置はどのような内容の施策ですか（該当項目に○を）
　　　　　・福祉サービスの利用者負担軽減策

　　　　　・食費負担軽減

　　　　　・補そう具費負担軽減

　　　　　・自立支援医療の利用者負担軽減策

　　　　　　　　精神医療

　　　　　　　　更生医療

　　　　　　　　育成医療

　　　　　・事業者支援策
報酬減支援策

人材不足への支援策
　　　　　・その他

　　　※独自措置の内容がわかる資料をいただけると幸いです

３、障害者自立支援法施行後、自治体独自の障害者医療費助成制度を変更しましたか


①　変更した　　　②　変更しなかった


変更した場合、その理由は何ですか（




　　）


※　自治体独自の医療費助成制度について資料をいただけると幸いです。

４、地域生活支援事業について
（区市町村のみご回答ください）
（１）地域生活支援事業費（総額）とそれに対する国の補助額はどれくらいですか


事業費（　　　　　　　　　　　　）　国からの補助金（　　　　　　　　　　　　）
（２）地域生活支援事業に対する国の補助金は十分だとお考えですか


１、十分　　２、不十分　　３、なんともいえない
（３）必須５事業について
　①利用者負担はどのようになっていますか
	
	利用者負担
	利用者負担がある場合その内容

	移動支援事業
	あり・なし
	

	コミュニケーション支援事業
	あり・なし
	

	日中一時支援事業
	あり・なし
	

	日常生活用具給付事業
	あり・なし
	

	地域活動支援センター事業
	あり・なし
	


②移動支援事業について


▽時間数・回数などに上限はありますか（１、ある　　２、ない）


▽利用上限の時間数、回数はどれくらいですか


１月あたり　　　　　　時間　　　　　　回

▽事業費単価を教えて下さい　　１回／１時間　　　　　円　その他（　　　　　　　　　）


▽移動支援事業者の動向について
・事業者数の推移（自立支援法施行後から今年４月まで）
　　増加した　　　　減少した　　　変化ない
　　　　・「減少した」場合、その理由は何だとお考えですか
　　　　　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

③地域活動支援センター事業について


▽事業者への補助金額を教えて下さい（１事業当り、類型別にお願いします）



（Ⅰ型

、Ⅱ型

、Ⅲ型

、基礎的事業

）

※　貴自治体の地域生活支援事業費の概要がわかる資料をいただけると幸いです。

５、無認可の作業所に対する財政支援について
○地域生活支援センターの対象とならなかった小規模作業所に対して自治体独自の補助金を出していますか（１、出している　２、出していない）

○補助金を出している場合、金額はどれくらいですか
１カ所当り　月額（

　　　　　）円




　　
○小規模作業所にたいする自治体独自補助金について、今後の方針について教えて下さい。

１、増やす方向で検討中　２、減らす方向で検討中　３、廃止を検討中　４、現行水準維持
６、原油高騰が障害者施設の経営に影響をあたえています。貴自治体での財政支援策についてお聞かせください

　　①支援策の有無について

　　　・支援策をすでに講じている　　・支援策を検討中　　　　・未定

　　②支援策を講じている場合、その内容はどのようなものですか

　　　　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

７、障害者自立支援法の実施主体である自治体として、事業に必要な財源や「障害程度区分」認定の職員確保など様々なご苦労があるかと思います。国への要望をお聞かせください。
☆ご協力ありがとうございました。

　　８月31日までに回答をお送りくださいますよう、お願い致します。

　　　　　　　　　　　　　日本共産党国会議員団　障害者の全面参加と平等推進委員会
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